
（単位：円）

当年度 前年度 増　減

352,626,408 328,854,859 23,771,549

63,423 521,930 -458,507

1,478,870 1,631,058 -152,188

354,168,701 331,007,847 23,160,854

20,000,000 20,000,000 0

20,000,000 20,000,000 0

1,000,000 15,500,000 -14,500,000

11,524,300 9,271,000 2,253,300

12,524,300 24,771,000 -12,246,700

2,419,297 2,767,691 -348,394

什器備品 706,218 679,564 26,654

電話加入権 216,000 216,000 0

敷金 8,484,750 8,484,750 0

4,042,171 4,261,291 -219,120

15,868,436 16,409,296 -540,860

48,392,736 61,180,296 -12,787,560

402,561,437 392,188,143 10,373,294

7,907,552 8,154,413 -246,861

721,892 694,247 27,645

8,629,444 8,848,660 -219,216

1,000,000 15,500,000 -14,500,000

11,524,300 9,271,000 2,253,300

12,524,300 24,771,000 -12,246,700

21,153,744 33,619,660 -12,465,916

0 0 0

381,407,693 358,568,483 22,839,210

(20,000,000) (20,000,000) (         0)

381,407,693 358,568,483 22,839,210

402,561,437 392,188,143 10,373,294

建物附属設備

貸　借　対　照　表
（令和８年６月３０日現在）

科　　　目

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金

未収金

前払金

（３）その他固定資産

流動資産合計

２．固定資産

（１）基本財産

調査研究事業基金預金

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金

流動負債合計

基本財産合計

（２）特定資産

役員退職慰労引当資産

退職給付引当資産

特定資産合計

負債及び正味財産合計

役員退職慰労引当金

退職給付引当金

固定負債合計

負債合計

ソフトウェア

その他固定資産合計

固定資産合計

資産合計

１．指定正味財産

Ⅲ　正味財産の部

２．固定負債

預り金

２．一般正味財産

（うち基本財産への充当額）

正味財産合計



　(1)固定資産の減価償却方法
建物附属設備、什器備品及びソフトウェア……定額法によっている。

　(2)引当金の計上基準

　(3)消費税等の会計処理
　

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

（単位：円）
科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
　調査研究事業基金預金 20,000,000 0 0 20,000,000

　小　　計 20,000,000 0 0 20,000,000
特定資産
　役員退職慰労引当資産 15,500,000 1,000,000 15,500,000 1,000,000
　退職給付引当資産 9,271,000 2,253,300 0 11,524,300

小　　計 24,771,000 3,253,300 15,500,000 12,524,300
合　　計 44,771,000 3,253,300 15,500,000 32,524,300

（単位：円）

科　　目 当期末残高
(うち指定正
味財産から
の充当額)

(うち一般正
味財産から
の充当額)

(うち負債に
対応する額)

基本財産
　調査研究事業基金預金 20,000,000(         0)(20,000,000) － 

小　　計 20,000,000(         0)(20,000,000) － 
特定資産
　役員退職慰労引当資産 1,000,000(         0)(         0) ( 1,000,000)
　退職給付引当資産 11,524,300(         0)(         0) (11,524,300)

小　　計 12,524,300(         0)(         0) (12,524,300)
合　　計 32,524,300(         0)(20,000,000) (12,524,300)

（単位：円）

科　　目 取得価額
減価償却
累計額

当期末残高

建物附属設備 7,054,201 4,634,904 2,419,297
什器備品 2,240,699 1,534,481 706,218
ソフトウェア 7,745,100 3,702,929 4,042,171

合　　計 17,040,000 9,872,314 7,167,686

　

貸倒引当金……債権の貸倒損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し回収
　　　　　　　不能見込額を計上している。
退職給付引当金……職員の退職金の支給に充てるため期末要支給額を計上して
　　　　　　　　　いる。

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支給に充てるため期末要支給額を　
　　　　　　　　　　　計上している。

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳



科目 債権金額
貸倒引当金の
当期末残高

債権の当
期末残高

未収金 63,423 0 63,423

　

５．債権の期末残高、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の期末残高

６．事業費、管理費の計上の考え方について

　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
は、次のとおりである。

　事業費は、自主規制規則の改正や制度改正への対応など利用者保護・経営基
盤強化への取組み、会員調査、調査研究、広報啓発等に係る費用など認定協会
の事業目的を遂行するために要する費用を計上し、管理費は、総務・会計事
務、社員総会、理事会等協会の各事業を管理運営するために要する費用を計上
している。
  なお、上記費用のうち人件費、事務所賃借料等については、令和７年度のそ
れぞれの業務に従事する時間の実績割合に応じて、事業費、管理費に配賦して
いる。


